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東監医の仕事

東京23区の異状死体＊の死因を究明し、
死体検案書 を発行する仕事

「死因」だけではなく、
「どのような人が、どこで、なぜ亡くなったのか」
「死亡事例（Death Event）」をデータ化すること
で再発防止策に繋げる

＊死亡診断書が発行できない病死とすべての外因死が対象

①東監医について
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東監医の職種

• 常勤監察医 14名
• 非常勤監察医 60名
• 検査科13名、補佐17名、事務10名

その他会計年度職員
医務院全体の一日の勤務体型(365日稼働）
年間検案数：約16000体 解剖数：約2200体
1日平均検案数：約45体 解剖数：約6体

東京23区 夜間人口：約970万人, 昼間人口：約1,680万人 ①東監医について
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死体検案書(死亡届）・ 死体検案調書の作成
死亡届 検案書 検案調書

①東監医について
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医務院

警察 遺族

死者
（非犯罪死体）

情報

検案調書
検案書

（死亡届）

1通目：無料
2通目：900円

当院書類の流れ
監察医

情報の蓄積・解析

①東監医について
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死因（ICD10コード） 死者の情報

＊熱中症を抽出したい
死種 8. その他の外因死

ICD10コード T678, X30

＊戸建てに住む無職独居者を抽出したい
家族構成 一人暮らし

 住居種類 一戸建て
収入手段 年金・預貯金

①東監医について
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それ以外の地域
警察医
臨床医

警察 遺族

情報

検案調書

検案書(or死亡診断書)
（死亡届） 1通目：？円

2通目：？円
×

警察医 主治医救急医

死者
（非犯罪死体）

総合病院, 診療所, 医師会所属の

情報の蓄積・解析？

①東監医について

6



東監医 拠点のない地域

情報収集 警察（監察医、監察医補佐） 警察

死因究明 監察医 警察医、法医学教室など

データ解析 共同研究、事務業務 個別研究に依存

公衆衛生への還元 可能 体系化されていない

死因究明と事例の収集
①東監医について
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情報の利活用事例
• 熱中症対策（生活環境まで把握）
• 新興・再興感染症対策
• 大規模災害時の死亡分析
• 高齢者事故（入浴・転倒・窒息）
• 自殺・薬物中毒対策

倫理委員会の立ち上げ、研究、情報公開、市民公開
講座、プレスリリース

公衆衛生上有益な情報の発信

②死因情報の利活用について
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濃く、やや混濁した死斑 深部筋の熱変性 横紋筋融解は目立たない
急激な循環障害を示唆
する血液分布

炎天下の通院途中、倒れた中年男性 ⇒ 直腸温40℃ 熱中症（劇症型）

熱中症 ②死因情報の利活用について

脱水症・横紋筋融解を主とする熱中症

ミオグロビン尿 横紋筋融解ミオグロビン円柱
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HPなどで情報公開
②死因情報の利活用について

事業概要
熱中症

（速報値）

孤独死
入浴中死亡
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研究

熱中症
（確定値）
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プレスリリース（熱中症関連） ②死因情報の利活用について
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新型コロナウイルス感染症(COVID-19)

➢ 当院では2月末から, 疑い症例の鼻咽頭拭い液から遺伝子検査を施行中. 

➢ 2023年3月までに480件以上の異状死を二類感染症として届け出
➢ COVID-19ワクチン接種後の副反応疑い事例に関しては, 2021年5月頃よ

り現在まで約20例を報告. 心筋炎や無菌性髄膜炎、血栓症など.

【肺炎例】

【心筋炎例】

* 2021年4月から院内でTRC検査開始

COVID-19 ②死因情報の利活用について
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令和6年

図1 発生月別のCOVID-19陽性検案例（東京都特別区）
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(2020) (2021)  (2022) (2023)    (2024)COVID-19陽性例

平均年齢 令和2-3年：平均63.5歳     令和4-5年：平均74.6歳 令和5-6年：平均76.9歳 令和6-7年：平均78.6歳 
関連死 71.1%             41.3％ 48.9%  53.3％

2020年4月~2025年12月までのCOVID-19取扱い

COVID-19 ②死因情報の利活用について
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(1) 三河島列車三重衝突事故 （昭和37年） 死者160人

(2) 全日空機墜落事故 （昭和41年） 死者133人

(3) ホテルニュージャパン火災事故 （昭和57年） 死者33人

(4) 日本航空機羽田沖墜落事故 （昭和57年） 死者24人

(5) 地下鉄サリン事件 （平成7年） 死者14人

(6) 歌舞伎町ビル火災 （平成13年） 死者44人

(7) 東日本大震災 （平成23年） 死者15000人以上

(8) 伊豆大島土砂災害 （平成25年） 死者39人

東監医で取り扱った主な大規模災害

大規模災害 ②死因情報の利活用について

(1)昭和37年三河島事故の検案調書
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東日本大震災時の物資搬送
大規模災害 ②死因情報の利活用について
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A

東日本大震災と阪神大震災における死因の違い

A. 東日本大震災(2011)  
死者は15,000人以上
津波関連死：90.5%
外傷による死亡：4.5%
火災による死亡：1.0%
死因不詳： 3.0%

B. 阪神大震災 (1995) 

死者は約 6,400人
外傷による死亡： 83.3% （家屋倒壊）
火災による死亡： 12.8%
死因不詳：3.9%
津波関連死：なし

大規模災害 ②死因情報の利活用について

B
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大規模災害時の検視検案身元確認訓練
毎年9月1日（防災の日）前後に開催

平成18年度
足立区

大規模災害 ②死因情報の利活用について
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２００８年硫黄含入浴剤販売自粛

２０１６年ベゲタミン供給停止

②死因情報の利活用について自殺対策パンフレット
（都保健政策部作成）

自殺
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東監医の課題

共同研究や孤独死、熱中症の統計等は
・個々の監察医や事務職員の努力 
・研究者との人的ネットワークに依存
・ニーズはあるのにデータ開示に壁がある

→仕組みとして保証されていない

③東監医の課題

アメリカでは一部のMedical Examiner’s Officeに法医病理学者だけではなく、
疫学専門家(Forensic Epidemiologist）を配置
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まとめ

死因究明拠点とは、解剖を行うだけの施設ではなく、
死亡情報を公衆衛生へ還元する情報拠点であるべきであり、
下記の認識が必要
① 全国共通の死亡状況データ
② 死因と状況の標準化（同じ基準で収集・分類）
③ 地域へのフィードバック
④ 疫学・統計専門人材の配置

例えば熱中症であれば、
• 医師：「熱中症による死亡」と診断 
• 疫学者：エアコン設置・使用状況、独居かどうか、発見状況などを解析、死

亡リスクを明らかにする
• 行政：結果を基に、高齢者への見守りやエアコン支援などの施策を実施する 

④まとめ
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